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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第17期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （千円） － － － － 2,703,252 

経常利益 （千円） － － － － 18,417 

当期純利益 （千円） － － － － 11,510 

純資産額 （千円） － － － － 1,018,719 

総資産額 （千円） － － － － 1,612,866 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 107,420.88 

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － 1,224.71 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － 1,180.27 

自己資本比率 （％） － － － － 63.2 

自己資本利益率 （％） － － － － 1.2 

株価収益率 （倍） － － － － 157.59 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － － 678 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － － △86,779 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － － － 32,286 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（千円） － － － － 134,323 

従業員数 （人） － 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

92 

(8)(ほか、平均臨時雇用者数) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第17期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第14期以前については、新株引受権及び新株予約権

の残高がありますが、第15期までは当社株式は非上場、非登録であり、期中平均株価が把握できないため、

転換社債についてのみ転換社債の転換により発行される株式数及び社債利息の調整を行い記載しておりま

す。第15期については、新株引受権及び新株予約権の残高がありますが、第15期までは当社株式は非上場、

非登録であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 (千円) 1,032,940 2,088,930 3,389,633 3,685,310 2,703,252 

経常利益 (千円) 23,899 9,591 27,265 147,755 18,417 

当期純利益 (千円) 9,187 10,342 20,737 86,042 11,510 

持分法を適用した場合の投

資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 74,460 90,460 90,460 343,459 366,609 

発行済株式総数 (株) 1,214 1,534 1,534 9,127.44 9,483.44 

純資産額 (千円) 286,501 319,374 340,111 974,120 1,020,176 

総資産額 (千円) 879,467 1,073,702 1,305,999 1,629,023 1,609,965 

１株当たり純資産額 (円) 235,997.90 208,197.02 221,715.63 106,724.45 107,574.57 

１株当たり配当額（うち１

株当たり中間配当額） 
(円) 

－ 

(－)

－ 

(－)

3,000.00 

(－)

1,500.00 

(－)

300.00 

 (－)

１株当たり当期純利益金額 (円) 8,586.67 8,334.30 10,096.19 17,750.69 1,224.71 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
(円) 6,282.05 6,560.42 － 15,663.74 1,180.27 

自己資本比率 (％) 32.6 29.7 26.0 59.8 63.4 

自己資本利益率 (％) 3.6 3.4 6.3 13.1 1.2 

株価収益率 (倍) － － － 85.63 157.59 

配当性向 (％) － － 22.1 15.9 24.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 158,051 589,121 △347,906 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △165,762 △125,351 △190,140 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △2,825 △78,216 326,680 － 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(千円) － 13,675 399,221 187,646 － 

従業員数 (人) 57 

(3)

74 

(5)

72 

(11)

91

(8)

91

(8)(ほか、平均臨時雇用者数) 



４．株価収益率については、第15期までは、当社株式は非上場、非登録であり株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

５．第13期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、同基準及び適用指針の適用に伴う影響はありません。 

６．当社は、平成14年12月５日開催の臨時株主総会において、決算期を従来の３月31日から12月31日に変更いた

しました。これに伴い、第13期の事業年度は、平成14年４月１日から平成14年12月31日までの９カ月間とな

っています。 

７．第14期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査

を受けておりますが、第13期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

８．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

９．当社は第13期については、キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、当該期のキャッシュ・フ

ローに係る指標につきましては記載しておりません。 

10．当社は、平成14年10月８日及び平成17年８月30日に株式１株を２株にする株式分割を行っております。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成２年４月 神奈川県横須賀市大津町において会社設立 

下記２社の代理店として活動開始 

  トークンリング/AS400関連製品のメーカの加Mux Lab社と代理店契約 

  配線用部材の専門メーカの米Nevada Western社と代理店契約 

平成２年９月 トークンリング関連の配線部材メーカのMBA社と代理店契約 

  本社事業所を横須賀市三春町に開設 

平成２年12月 トークンリング関連製品でイスラエルNorthHills社と代理店契約 

平成３年４月 LAN用ケーブル測定器メーカの米Microtest社と代理店契約 

平成３年９月 大型PCネットワーク用本格OSメーカの米Banyan社と代理店契約 

平成４年６月 LAN用ケーブル有力メーカの米Montrose社と代理店契約 

平成５年４月 カテゴリ5用部材のリーダーであるSiemon社と代理店契約 

平成６年10月 ATM、トークンリング関連製品メーカのデンマークOlicom社と代理店契約 

平成７年３月 100パーセント子会社の㈱エヌブイシーカスタマーサービスを設立 

平成８年12月 Alteon WebSystems社(現Nortel Networks社)と代理店契約 

平成９年11月 本社を現在の横須賀市小川町に移転 

平成11年３月 WebプラットフォームメーカのInktomi社と代理店契約 

平成11年10月 チップ事業及びマイクロソフトOEM製品の販売を主とするアスキー・ブイ・エム㈱を買収、100パ

ーセント子会社化。社名をエー・ブイ・エム㈱へ変更 

平成11年12月 東京都港区に品川オフィスを開設 

平成12年２月 ㈱エヌブイシーカスタマーサービスを㈱ネットソースへ社名変更し、ネットワークに特化したア

ウトソーシング事業を開始 

平成12年７月 メディアコンバータメーカのイスラエルFibroLAN社と代理店契約 

  コンテンツ配信技術開発の米Adero社と提携 

平成12年８月 ケーブルトロン・システムズ㈱（現Riverstone Networks社）とPlatinum Plusパートナー契約を

締結 

平成13年１月 子会社のエー・ブイ・エム㈱を売却 

平成13年２月 大規模ネットワーク向けFirewall製品メーカのNetScreen社（現Juniper Networks社）と代理店

契約 

平成14年５月 SSLアクセラレーション+ロードバランサーやSSL-VPNアプライアンスメーカの米Array Networks

社と代理店契約 

平成14年10月 メトロポリタンエリアネットワーク向けパケットリングプロダクトメーカの米Lantern Communic

ations社と代理店契約 

平成15年１月 100パーセント子会社の㈱ネットソースを吸収合併 

平成15年３月 統合型アンチウイルス・コンテンツフィルタリングセキュリティアプライアンスメーカの米Foti

net社と代理店契約 

平成15年４月 P2Pトラフィックマネージメント製品メーカの米Ellacoya Networks社と代理店契約 

平成15年７月 コストパフォーマンスに優れたブロードバンドネットワークプロダクトのサプライヤである韓国

DASAN Networks社と代理店契約 

平成15年12月 無線LANスイッチングシステム関連製品メーカの米Aruba Wireless Networks社と代理店契約 

平成16年６月 スパム／ウイルス対策でかつ高速メール配信を行なうメッセージングゲートウェイアプライアン

スのトップメーカである米Ironport Systems社と代理店契約 

平成16年７月 メッシュ型ワイヤレス製品のStrix Systems社と代理店契約 

平成16年８月 ログ解析ソフトウエアなどのトップメーカであるNetIQ社とソリューションパートナーアライア

ンスを締結 

平成16年12月 認証やアカウンティングアプライアンスサーバのメーカである米Infoblox社と代理店契約 

平成17年５月 総合ネットワーキングプロダクトメーカである中国Huawei-3COM社と代理店契約 

平成17年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

平成18年１月 マネージドVPNサービスを提供開始 

平成18年２月 ログマネジメントアプライアンスメーカの米Loglogic社と代理店契約 

  クラスタストレージ製品メーカの米Isilon Systems社と代理店契約 

 



年月 事項 

平成18年２月 ネットワークセキュリティ製品メーカの台湾BroadWeb社と代理店契約 

  セキュリティサービススイッチ製品メーカの米Crossbeam Systems社と代理店契約 

平成18年３月 セキュリティインフォメーションマネジャー製品メーカの米Secure Associates社と代理店契約 

平成18年６月 データベース/Web アプリケーションに特化したセキュリティゲートウェイ製品メーカの米Imper

va社と代理店契約 

平成18年９月 ネットワークソリューションプロバイダのセンチュリー・システムズ社と代理店契約 

平成18年11月 株式会社ジャパン・モバイル・プラットホームの株式を取得し、子会社化 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社株式会社ジャパン・モバイル・プラットホームによ

り構成されております。当社グループは、ネットワーク関連商品の輸入、開発、販売とサポート及びネットワークイ

ンテグレーションを主な事業としており、主要取扱分野及び製品は次の通りであります。 

(1）ネットワークソリューション事業 

 当社グループは、特定メーカに依存しないマルチベンダ対応を基本方針とし、顧客のニーズに合わせて各ネット

ワーク関連商品を構成し、通信事業者や一般企業向けにネットワークソリューション事業として提供しておりま

す。現在の当社グループのネットワークソリューション事業における製品分野は、(a)インフラ・ネットワーク、

(b)セキュリティ、(c)アプリケーションの３つに分けられます。 

   

 インフラ・ネットワークの分野においては、①スイッチ、ルータ、②無線LAN、③ケーブリングの３種の商品を

扱っております。ネットワークシステムの根幹をなすスイッチ、ルータについては、高品質・高性能な幅広い商品

群をもち価格競争力もある中国のHuawei-3Com社の商品を主力商品として扱っております。また、ユビキタス環境

において不可欠なインフラである無線LANについては、高いセキュリティの提供と大規模システムにも対応可能な

Aruba Networks社の商品を主に扱っており、また、多様化するモバイル機器の動向を受け、子会社において汎用性

の高い組込型無線モジュールの開発・生産を手がけております。ケーブリングについては、ハイエンド市場での差

別化が可能な商品にターゲットを絞り、Siemon社、Belden社の商品を提供しております。 

  

 セキュリティの分野においては、①ファイアウォール/VPN、②ウイルス・スパム対策、③ログ監視・ログ分析の

３種の商品を扱っております。ファイアウォール/VPNについては、同分野で高いシェアをもつJuniper Networks社

の商品を、ウイルス・スパム対策については、ウイルス検知や暗号化・認証機能など必要とされるセキュリティ対

策を統合的に提供可能なFortinet社の商品や増大するスパムメールの排除やメールフィルタリングに高い機能をも

つIronport社の商品などを扱っております。また、今後マーケットの伸張が期待される商品として、データ部分に

近いアプリケーションを個別に保護することで高いレベルのセキュリティを確保でき透過的な設置が可能な

Imperva社の商品や、SSL-VPNからウェブサイトに必要とされる負荷分散、コンテンツ圧縮、SSLなど複数機能を一

台で実現可能なArray Networks社の商品を扱っております。ログ監視・分析については、J-SOX法施行を前にます

ますニーズの高まるログ監視・分析・統合管理を低コストにて提供可能とするLoglogic社の商品を、扱っておりま

す。 

  

 アプリケーションの分野においては、①帯域制御、③認証系の２種の商品を扱っております。帯域制御について

は、ネットワークを安定化するポリシー設定を行うことにより、帯域の滞りを解消し、ネットワークのユーザにフ

ェアなサービス提供を可能にするEllacoya社の商品を、認証系については、ネットワークで利用される多様なIDの

統合管理を容易にするInfoblox社の商品を扱っております。その他ストレージ装置として、ネットワークで加速度

的に増大しているデータ量に低コストで対応可能なIsilon Systems社の商品を扱っております。 

(2）ネットワークサービス事業 

 当社グループは、最適なネットワークを顧客にご利用いただくためのコンサルティング、提案商品の設置、提案

システムの構築サービス、導入を行ったネットワークの安定稼動をサポートする技術サポート及びハードウェア保

守などをネットワークサービス事業として提供しており、24時間365日の受付体制及び迅速な対応が可能な体制を

整備しております。これ以外には顧客先に常駐して運用・監視する業務受託サービスがあります。 

（注） 「製品」は当社グループが提供する商品とサービスの総称として定義しています。また商品にはソフトウェ

アライセンスも含みます。 

事業部門 製品分野 主要取扱製品 

  

 ネットワークソリューション事業 

  

インフラ・ネットワーク製品 
スイッチ、ルータ、無線LAN、ケーブ

リング、組込型無線モジュール 

セキュリティ製品 
ファイアウォール/VPN、ウイルス・ス

パム対策、ログ監視・分析 

認証・アプリケーション製品 帯域制御、認証系 

 ネットワークサービス事業 
コンサルティングと提案、設置・構

築、技術サポート、保守 

設置、構築、サポート、保守、遠隔監

視、管理分析、業務受託等 



［事業系統図］ 

 当社グループの事業系統図は次の通りであります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）

は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

㈱ジャパン・モバイ

ル・プラットホーム 

神奈川県横須賀市 10,000  通信機器事業 51 役員の兼任1名。 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

全社共通 92   

合計 92   

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

91（8） 31.2 2.9 4,148,381 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

当連結会計年度は、連結財務諸表の作成初年度であるため、前連結会計年度との対比は行っておりません。 

 (1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済情勢は、原油価格の動向や米経済の減速などが懸念されつつも、企業収益

は高水準で推移し設備投資も引き続きの増加を見せるなど、国内景気は緩やかに上向きの方向で推移しました。し

かしながらネットワーク市場におきましては、設備投資需要の高まりは感じられるものの、投資効果がより厳格に

問われる状況に変わりはなく、設備投資に対して慎重な状況が続いております。 

 このような経済状況の中、当社グループは、商品ラインアップのより一層の強化に取り組み、当連結会計期間中

に新たにLogLogic社、Isilon Systems社、Crossbeam Systems社、Secure Associates社、Imperva社など計７社と

代理店契約を締結し販売を開始しました。また、新しい分野での取り組みとしてマネージドVPNサービスの提供を

１月に開始したほか、８月にはFMC市場やEmbedded市場への参入のための活動を開始し、９月の日本シティネット

ワーク株式会社との業務提携、11月の株式会社ジャパン・モバイル・プラットホームの買収などを通じてFMCサー

ビスや組込型無線モジュールの提供体制の早期確立に努めました。 

 しかしながら、セキュリティ分野の特定の商品群及びネットワークサービス事業の売上は堅調に推移したもの

の、中国Huawei-3Com社を始めとしたルータ・スイッチ等や認証・アプリケーション分野の商品の売上が不振に終

わった結果、当連結会計年度の売上高は2,703,252千円と下方修正後の売上計画である3,000,000千円を達成するに

は至りませんでした。 

 一方、利益につきましては、業務フロー及びコストの見直しに関わる各種施策の実行により、業務効率の向上、

販売費及び一般管理費の削減を図った結果、当連結会計年度の営業利益は22,236千円、経常利益は18,417千円、当

期純利益は11,510千円となり、下方修正後の利益計画である経常利益17,000千円、当期純利益10,000千円をそれぞ

れ僅かながら上回りました。 

 事業部門別の業績を示すと、次のとおりであります。 

（ネットワークソリューション事業） 

 ネットワークソリューション事業の売上高は、1,963,468千円となりました。Fortinet社・Ironport社等のセキ

ュリティ分野の商品は、販売強化に取り組んだ結果、堅調に推移しましたが、市場での立ち上がりの遅れにより当

連結会計年度中に計画・戦略の見直しを行った中国Huawei-3Com社の商品が低調に推移したほか、特定通信事業者

向けスイッチ継続納入案件の年度末における急激な出荷の落ち込み、また、認証・アプリケーション分野商品で当

連結会計年度中に受注・出荷を予定しておりました大口案件についても顧客による計画見直し等の要因が重なり厳

しい結果となりました。 

（ネットワークサービス事業） 

 ネットワークサービス事業の売上高は、739,784千円となりました。保守及び技術サポートサービスが好調に推

移したほか、当連結会計年度より提供を開始した当社独自のサービス商品であるマネージドVPNサービスも教育事

業者の全国拠点向け案件が順調に拡がりを見せており、着実に伸長しております。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の期末残高は134,323千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は、678千円となりました。これは、主に売上債権が

107,957千円増加し、たな卸資産が105,591千円減少したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、86,779千円となりました。これは、主に有形固定資産

 事業部門別 
平成18年12月期 

金額(千円) 構成比(％) 

ネットワークソリューション事業 1,963,468 72.6

ネットワークサービス事業 739,784 27.4

合計 2,703,252 100.0



の取得による93,802千円の支出と、敷金保証金の払戻による8,794千円の収入によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、32,286千円となりました。これは、主に新株の発行に

よる45,335千円の収入と配当金の支払い13,049千円があったことによるものです。 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

当連結会計年度は、連結財務諸表の作成初年度であるため、前連結会計年度との対比は行っておりません。 

 (1）仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
   至 平成18年12月31日）  

ネットワークソリューション事業（千円） 1,535,913 

ネットワークサービス事業（千円） 242,337 

合計 1,778,251 

事業部門別 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
  至 平成18年12月31日） 

受注高 
（千円） 

受注残高 
（千円） 

ネットワークソリューション事業 1,853,901 249,735 

ネットワークサービス事業 793,581 81,379 

合計 2,647,483 331,114 

事業部門別 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
   至 平成18年12月31日）  

ネットワークソリューション事業（千円） 1,963,468 

ネットワークサービス事業（千円） 739,784 

合計 2,703,252 



３【対処すべき課題】 

(1）当社グループの現状の認識について 

 当社グループの属するネットワーク市場におきましては、企業の設備投資に対する投資効果の厳格化やネットワ

ーク関連商品のコモディティ化が進むほか、同市場における企業間の競争はより一層激しさを増していくものと予

想されますが、インターネットを中心としたブロードバンド化やセキュリティ関連等の派生的分野のニーズは引き

続き堅調に推移するものと期待されております。 

 当社グループといたしましては、営業部門の人員増強による営業力強化、積極的な新規商品の開拓及び市場への

投入、新規商品のリリース早期化を始めとする改革を一層進めていくことにより、新規顧客の開拓と既存顧客との

更なる取引拡大を目指してまいります。 

(2）当面の対処すべき課題の内容 

①全国的な拠点展開を視野に入れた営業力・サポート力強化による顧客満足度の継続的な向上 

 ネットワーク市場の主なリード役を果たしてきた通信事業者やISPは、ブロードバンドの低収益構造から設備

の投資効果をより厳格に問うようになり、当社グループもその対応とより大きなプロジェクトやコンテンツ流通

に積極的に関与していけるような体制が必要であると考えております。そのため、全国的な拠点展開や大型プロ

ジェクトを受けられる社内体制作りを進めてまいります。 

②当社グループが創業以来培ってきた"商品開拓力"を生かした先端的な技術・製品の積極的な市場への投入 

 当社グループの既存取扱製品とのバランスを考慮しつつ、従来通り有望なベンダの積極的な開拓を進め、市場

への投入を進めることにより、他社との差別化を図ってまいります。 

③コモディティ化傾向にあるルータ・スイッチについては有望なアジア圏ベンダの発掘 

 米国企業がリードしてきたネットビジネスもコモディティ化に伴い低価格化、低利益率化の兆しが出始めてお

ります。当社グループは一昨年より取扱を開始しております中国の企業である、Huawei-3Com社商品の国内市場

への浸透に引き続き注力する他、台頭する韓国・中国などアジア圏からのベンダを増やし、市場シェアの獲得を

目指してまいります。 

④付加価値の高い独自サービスや新規分野での開発受託の事業化 

 ネットビジネスの新興企業や一般企業向けネットワーク市場での地歩の確保を目指し、サービス事業や開発受

託などの付加価値ビジネスへの展開を推進してまいります。 

 平成18年１月よりサービス提供を開始いたしました「マネージドVPNサービス」、平成19年１月よりサービス

提供を開始いたしました「Wireless Network Service」（FMCサービス・WNSオフィス）、またかねてよりビジネ

スを模索中である組込型無線モジュールビジネスの確立に取組み、様々なニーズにこたえられるビジネス展開を

図ってまいります。 

⑤優秀な人材の確保及び教育 

 有為な人材の確保に積極的に取り組み、早期養成を図ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、記載事項のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

１．事業内容に関するリスクについて 

(1）当社グループの属する市場の状況について 

 ネットワーク関連市場は、ネットビジネスの新興企業の勃興のみならず一般企業へのネットワークの普及によ

り、今後も堅調に推移するものと予想されますが、市場の成長が当社グループの予測に見合わない場合には、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、市場規模の拡大に伴い競合他社との競争が激化する

ものと予想され、当社グループの競争力及び市場の状況いかんによっては当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

(2）製品の陳腐化、適正在庫の確保等について 

 ネットワーク関連市場は、市場規模が拡大しているのと同時に、短期間のうちに技術が進化しております。仕

入製品の選択、製品開発にあたっては、積極的な最新技術動向の調査や市場調査の実施による顧客ニーズの見極

め、特定の仕入先への依存回避により市場への対応力を強化してまいりますが、製品の競争力いかんによって

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、ネットワーク関連市場の急速な技術革新は当社グループの取扱商品及びサービスのライフサイクルを比

較的短いものにしているため、保有在庫品の陳腐化により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 その他顧客ニーズへの迅速な対応、販売機会の最大化を目的に、適正在庫水準の維持に努めておりますが、当

社グループの対応を超える変動により製品の供給不足が生じた場合、顧客との間のビジネスチャンスを逸失し、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）製品の不具合が生じた場合の責任について 

 当社グループは、ネットワーク関連商品の輸入、開発、販売とネットワーク構築等のサービス提供を主な業務

としております。当社グループが納入するネットワーク関連機器やネットワーク構築等の請負業務については、

機器単体の入出荷検査等の実施や自社内での動作確認により不具合が生じないようにするための体制を整えてお

りますが、何らかの不具合が生じた場合、顧客の信頼を喪失すると共に業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）為替変動による影響について 

 当社グループの取扱製品には、海外メーカの製品が占める割合が多く、仕入の大半が米ドル建決済となってい

るため、仕入債務について為替リスクを有しています。日本円と米ドル間の為替相場が円安傾向となった場合、

円換算した仕入価格が増加することになりますが、その時点のネットワーク関連市場における競争状況いかんで

は、かかる増加分を適正に製品の販売価格に反映できず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(5）各メーカとの代理店契約について 

 当社グループは、特定メーカに依存しないマルチベンダ対応を基本方針として事業を行っており、当社グルー

プのネットワークソリューション事業における商品群は多様なメーカの商品で構成しているため、特定のメーカ

との契約が終了した場合でも利益計画に影響が出にくい構造となっております。現在各メーカとは良好な関係を

構築しておりますが、特定のメーカとの契約が現状予測し得ない理由により終了に至るという事態が発生した場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

２．現在の人材確保の対応状況について 

 ネットワークインテグレータは知識集約ビジネスであるため、エンジニアをはじめとして有能な人材の確保が必

須ですが、労働市場の逼迫等により必要な人員の確保が今後計画通りに進まない場合には、当社グループの利益計

画に影響を及ぼす可能性があります。 

３．創業者社長への依存について 

 当社は設立以来、現代表取締役渡部進が製品・ソリューションの決定、対象市場の決定を実質的に行ってきてお

り、それらの選択の結果が現在の当社のユニークな気風となり、結果としてその規模にも関わらず業界で注目され

てきました。 



 現在は初期の新卒入社のメンバーが中堅幹部として社内的にその存在感が増してきており、かつ外部からの人材

の登用を進めマネージメント層を形成しつつあります。彼らは当社の経営戦略に直接的に寄与しはじめております

が、外部から見たときの創業者の知名度を補うにはあと数年を要すると考えられることから、この間に創業者が不

測の事故その他の事情により当社の経営に関与できない事態となった場合には、当社グループの利益計画に影響を

及ぼす可能性があります。 

４．その他 

(1）新興企業への投資や戦略的提携、及び企業買収について 

 当社グループは、当社グループの販売先となる新しいビジネスモデルを模索する新興企業や当社グループの有

力仕入先となる可能性がある海外の新技術開発のベンチャー企業などに対して、対象企業との関係強化を主目的

として小規模な投資を実施しており、今後も継続して投資を実施する方針であります。投資先の選定にあたって

は慎重を期しておりますが、それら投資先の成長が期待した通りいかず投資回収が不能となった場合や、保有株

式の減損処理が必要となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また当社グループ

は、既存の事業基盤を拡大するため、あるいは新たな事業における進出・補強等のために、事業戦略の一環とし

て企業買収や資本提携を含む戦略的提携を行う可能性があります。企業買収や戦略的提携に際しては十分な検討

を行いますが、新しい事業戦略が成功する保証はなく、各種事由により事業計画が当初計画通りに進捗しない場

合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2）新規事業について 

 当社グループは、市場のニーズに呼応した新たな事業を積極的に展開しておりますが、これらの新規事業の推

進が予定通り実行できる保証はなく、損失を被る可能性もあります。また、環境や競合状態の変化等により、こ

れらの事業展開が不可能になったり、有用性を失ったりする可能性もあります。このような場合、当社グループ

の業績に悪影響を与える可能性があります。 

(3）新株予約権の付与と株式の希薄化について 

 当社は、役員、従業員及び社外協力者に対して業績向上の意欲や、士気を高めることを目的として新株引受権

及び新株予約権（ストックオプション）を付与しております。 

 平成18年12月31日現在、ストックオプションによる潜在株式数は564株で、発行済株式総数に対する比率は

5.9％となっております。現在付与しているストックオプションの行使や行使により取得された株式の売却が行

われた場合には、株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、株価形成へ影響を及ぼす可能性があ

ります。また、当社グループは、役員・従業員の士気を高め有能な人材を獲得するためのインセンティブプラン

として今後も新株予約権の付与を行う可能性がありますが、さらなる新株予約権の付与は、株式価値の希薄化を

まねく恐れがあります。 

(4）情報管理について 

 当社グループの事業においては、顧客に関わるデータを取り扱うことがあり、その中には顧客の機密情報や個

人情報が含まれる場合があります。これらの重要情報を適切に保護することは、業務運営上重要事項と認識して

おり、情報管理についての方針策定、情報環境の整備及び社員教育等を通じて、当社グループ内部からの漏洩防

止及び社外からの不正アクセス防止等に努めていく所存でありますが、万一、当社グループから重要情報が外部

に流出するような事態が生じた場合には、社会的信用を失い、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある

他、当社グループに対する損害賠償請求、その他責任追及がなされる可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度は、連結財務諸表の作成初年度であるため、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。 

(1) 財政状態の分析 

 当連結会計年度末における総資産は1,612,866千円となりました。主な内訳は流動資産1,145,520千円、固定資産

463,166千円、流動負債594,146千円、株主資本1,018,170千円であります。 

(2) 経営成績の分析 

（売上高） 

 当連結会計年度の売上高は2,703,252千円となりました。各事業部門ごとの売上高及び構成比は、ネットワーク

ソリューション事業が1,963,468千円で72.6％、ネットワークサービス事業が739,784千円で27.4％となっておりま

す。 

（売上原価、売上総利益） 

 当連結会計年度における売上原価は1,956,626千円、売上総利益が746,626千円となりました。売上原価率は

72.4％となりました。この結果、売上高総利益率は27.6％となりました。 

（営業利益） 

 当連結会計年度における営業利益は22,236千円となりました。 

（営業外損益、経常利益、特別損益） 

 当連結会計年度における営業外損益は3,818千円の損失を計上しております。営業外収益の主なものとしては、

受取家賃収入として1,468千円、その他雑収入として1,351千円を計上しております。また、営業外費用の主なもの

としては、新株発行費償却を4,179千円を計上しております。この結果、経常利益は18,417千円となり、売上高経

常利益率は0.7％となりました。 

（当期純利益） 

 当連結会計年度における当期純利益は11,510千円となりました。これにより、売上高当期純利益率は0.4％とな

りました。１株当たり当期純利益は1,224円71銭となりました。 

(3) キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は134,323千円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が107,957千円増加し、たな卸資産が105,591千円減少したこと

により678千円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による93,802千

円の支出と、敷金保証金の払戻による8,794千円の収入等により86,779千円の支出となりました。また、財務活動

によるキャッシュ・フローは、新株の発行による45,335千円の収入と配当金の支払い13,049千円により32,286千円

の収入となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資については、保守契約増加に伴う保守用機器の充実、最先端技術のネットワーク製品等

の評価・検証のための社内検証用等機器の充実・強化などを目的とした設備投資を継続的に実施しており、当連結会

計年度の設備投資等の総額は94,421千円であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウェアであります。なお、金額には消費税等は含ま

れておりません。 

２．現在休止中の設備はありません。 

３．上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(2）国内子会社 

国内子会社には主要な設備はありません。 

  

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 車両運搬具
土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

（神奈川県横須賀市） 
全社 

統括業務 

事業拠点 
6,454 869 

－ 

(－) 
57,452 64,776 19 

品川オフィス 

（東京都港区） 
全社 事業拠点 5,749 300 

－ 

(－) 
129,138 135,188 68 

大阪オフィス  

（大阪府大阪市）  
全社 事業拠点 － － 

－ 

(－) 
266 266 4 

社宅用マンション 

（神奈川県横須賀市） 
全社 社宅 9,578 － 

17,113 

(114) 
－ 26,691 － 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 賃借設備 
床面積 
（㎡） 

年間賃借料 
（千円） 

本社 

（神奈川県横須賀市） 

統括業務 

事業拠点 
建物 602.26 40,581 

品川オフィス 

（東京都港区） 
事業拠点 建物 748.62 53,559 

 大阪オフィス 

（大阪府大阪市）  
事業拠点 建物 78.56 3,706 

名称 
  

数量 
（台） 

リース期間  
（年）  

年間リース料 
（千円） 

パーテーション 

（所有権移転外ファイナンスリース） 
一式 ４ 834 

プリンター 

（所有権移転外ファイナンスリース） 
１ ５ 733 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株引受権及び新株予約

権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行した新株引受権（ストックオプション）、旧商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成13年１月５日臨時株主総会特別決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,000 

計 32,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,483.44 9,483.44 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 9,483.44 9,483.44 － － 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株引受権の数（個） － － 

新株引受権のうち自己新株引受権の数（個） － － 

新株引受権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株引受権の目的となる株式の数（株） 6 6 

新株引受権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左 

新株引受権の行使期間 
平成15年２月１日～ 

平成20年１月31日 
同左 

新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 
同左 

新株引受権の行使の条件 

 新株引受権の行使は、行

使しようとする新株引受権

または新株引受権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取

締役会の決議により特に行

使を認められた場合はこの

限りではない。 

同左 

新株引受権の譲渡に関する事項 

 新株引受権の譲渡、質入

その他の処分をすることが

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  



 （注) １．新株引受権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる

株式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株引受権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株引受

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 

 また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により発行価額を調整するも

のとする。 

２．平成14年９月11日開催の取締役会決議により、平成14年10月８日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株引受権の目的となる株式の数」、「新株引受権の行使時の払込金額」及び「新株

引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

３．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株引受権の目的となる株式の数」、「新株引受権の行使時の払込金額」及び「新株

引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

４．新株引受権の数及び新株引受権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当り払込金

調整後新株 

発行価額 
＝ 
調整前新株 

発行価額 
× 

調整前譲渡価額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成15年３月31日定時株主総会特別決議 

 （注) １．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる

株式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 

 また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。 

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 21 21 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 42 42 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月１日～ 

平成26年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  200,000 

資本組入額 100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の行使は、行

使しようとする新株予約権

または新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取

締役会の決議により特に行

使を認められた場合はこの

限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡、質入

その他の処分をすることが

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



③ 平成16年３月31日定時株主総会特別決議及び平成16年12月13日取締役会決議 

 （注) １．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる

株式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 

 また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。 

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 42 41 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84 82 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日～ 

平成27年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  200,000 

資本組入額 100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の行使は、行

使しようとする新株予約権

または新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取

締役会の決議により特に行

使を認められた場合はこの

限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡、質入

その他の処分をすることが

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



④ 平成16年３月31日定時株主総会特別決議及び平成17年１月31日取締役会決議 

 （注) １．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる

株式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 

 また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。 

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 6 6 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  12 12 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日～ 

平成27年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  200,000 

資本組入額 100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の行使は、行

使しようとする新株予約権

または新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取

締役会の決議により特に行

使を認められた場合はこの

限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡、質入

その他の処分をすることが

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



⑤ 平成17年３月31日定時株主総会特別決議 

 （注) １．新株予約権発行後、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により目的たる

株式の数を調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数についてはこれを切り上げるも

のとする。ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使または消却されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 

 また、株式分割または時価を下回る価額で新株等を発行する場合は、次の算式により行使価額を調整するも

のとする。 

２．平成17年８月10日開催の取締役会決議により、平成17年８月30日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 129 126 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 258 252 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 202,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～ 

平成27年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  202,000 

資本組入額 101,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の行使は、行

使しようとする新株予約権

または新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取

締役会の決議により特に行

使を認められた場合はこの

限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡、質入

その他の処分をすることが

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額 ＋ 新発行株式数×１株当り払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



⑥ 平成18年３月31日定時株主総会特別決議 

 （注) １．本新株予約権の目的となる株式１株当りの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、本新株予約権の発

行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所の当社株式の普通株式

の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が発行日の終値を

下回る場合には、当該終値を払込価額とする。また、各新株予約権（新株予約権１個当り）の行使に際して払

込をすべき金額は、行使価額に新株予約権１個当りの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

 なお、本新株予約権発行後、株式の分割または併合を行う場合は行使価額は、次の算式により調整されるも

のとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のとする。 

  

 ２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職に伴う失権分を減じて表記しております。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 162 148 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 162 148 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 985,521 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月１日～ 

平成28年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  985,521 

資本組入額 492,760 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使は、行使

しようとする新株予約権ま

たは新株予約権者につい

て、発行要項に定める消却

事由が発生していないこと

を条件とする。ただし、取

締役会の決議により特に行

使を認められた場合はこの

限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡、質入

その他の処分をすることが

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数＋ 

新規発行株式数 × １株当り払込金額 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．１株を２株に分割しております。 

２．有償第三者割当     150株 

発行価格      400,000円 

資本組入額     200,000円 

割当先 投資事業組合オリックス８号、オリックス７号投資事業有限責任組合、ダイヤモンドキャピタル株

式会社 

３．転換社債の転換     320株 

発行価格      100,000円 

資本組入額      50,000円 

割当先 ダイヤモンドキャピタル株式会社、横浜キャピタル株式会社 

４．新株引受権の行使  2,529.72株 

発行価格       92,500円 

資本組入額      46,250円 

割当先 渡部 進 

５．１株を２株に分割しております。 

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格      323,750円 

発行価額      272,000円 

資本組入額     136,000円 

払込金総額     323,750千円 

７．新株引受権（ストックオプション）、新株予約権の権利行使による増加であります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年10月８日 

（注）１ 
532 1,064 － 44,460 － 8,960 

平成14年12月21日

（注）２ 
150 1,214 30,000 74,460 30,000 38,960 

平成15年12月１日

（注）３ 
320 1,534 16,000 90,460 16,000 54,960 

平成17年８月29日

（注）４ 
2,529.72 4,063.72 116,999 207,459 116,999 171,959 

平成17年８月30日

（注）５ 
4,063.72 8,127.44 － 207,459 － 171,959 

平成17年12月15日

（注）６ 
1,000 9,127.44 136,000 343,459 187,750 359,709 

平成18年１月１日～

平成18年12月31日 

（注）７ 

356 9,483.44 23,150 366,609 23,150 382,859 



(5）【所有者別状況】 

(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
- 3 11 18 9 2 1,050 1,093 － 

所有株式数 

（株） 
- 62 235 652 157 11 8,366 9,483 0.44 

所有株式数 

の割合 

（％） 

- 0.65 2.48 6.88 1.66 0.12 88.22 100.00 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

渡部 進  神奈川県横須賀市 5,242.44 55.27 

有限会社シークス 神奈川県横須賀市馬堀海岸3-18-16 560 5.90 

渡部 美津子 神奈川県横須賀市 144 1.51 

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町1-4 83 0.87 

渡部 耕平 神奈川県横須賀市 72 0.75 

渡部 慎平 神奈川県横須賀市 72 0.75 

ＮＶＣ従業員持株会 神奈川県横須賀市小川町14-1 63 0.66 

米津 久矢 名古屋市中川区 58 0.61 

太田 祐樹 神奈川県横須賀市 54 0.56 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 49 0.51 

計 － 6,397.44 67.45 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,483 9,483 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

端株 普通株式 0.44 － － 

発行済株式総数 9,483.44 － － 

総株主の議決権 － 9,483 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 － － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づ

き新株引受権を付与する方法、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法に

よるものであります。当該制度の内容は以下のとおりであります。 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく株主総会特別決議によるもの 

（平成13年１月５日 臨時株主総会決議） 

 （注） 当社従業員３名が退職等により権利を喪失しております。 

② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく株主総会特別決議によるもの 

（平成15年３月31日 臨時株主総会決議） 

 （注） 当社取締役１名及び当社従業員14名が退職等により権利を喪失しております。 

決議年月日 平成13年１月５日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役２名、当社従業員12名（注） 

新株引受権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株引受権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株引受権の行使期間 同上 

新株引受権の行使の条件 同上 

新株引受権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

決議年月日 平成15年３月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役３名、当社監査役１名、当社従業員37名

（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



（平成16年３月31日 定時株主総会決議） 

 （注） 当社取締役１名及び当社従業員６名が退職等により権利を喪失しております。 

（平成16年３月31日 定時株主総会決議） 

（平成17年３月31日 定時株主総会決議） 

 （注） 当社取締役１名及び当社従業員８名が退職等により権利を喪失しております。 

決議年月日 平成16年３月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役３名、当社監査役１名、当社従業員24名

（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

決議年月日 平成16年３月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役１名、社外協力者２名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

決議年月日 平成17年３月31日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役４名、当社監査役２名、当社従業員40

名、社外協力者４名（注） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



（平成18年３月29日 定時株主総会決議） 

  （注） 当社従業員12名が退職等により権利を喪失しております。 

決議年月日 平成18年３月29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役５名、当社監査役２名、当社従業員61名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

（1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】  

該当事項はありません。 

（4）【取得自己株式の取得状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと考えており、経営基盤の一層の強化と事業拡大に必要な

内部留保の充実を考慮しつつ、業績に連動した株主配当を行うことを基本方針としております。具体的には単体業績

ベースの配当性向25％を目処とし、特別な損益等の特殊要因により税引後当期純利益が大きく変動する営業年度につ

いては、その影響を考慮し配当額を決定いたします。 

 当社は、期末配当による年１回剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は株

主総会であります。また、当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことがで

きる。」旨を定款に定めております。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は2,845千円（１株当り300円）の配当を実施することを

決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は24.7％となりました。 

 内部留保金につきましては、将来の利益拡大や事業基盤強化に繋がる戦略的投資として有効活用してまいりたいと

考えております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成17年12月16日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） － － － 1,770,000 1,410,000 

最低（円） － － － 1,110,000 180,000 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 405,000 324,000 286,000 241,000 212,000 214,000 

最低（円） 256,000 280,000 194,000 180,000 186,000 193,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 社長 渡部 進 昭和24年１月29日 

昭和47年４月 

昭和61年４月 

平成２年４月 

平成７年３月 

  

平成13年12月 

平成14年12月 

平成18年12月 

立石電機㈱（現オムロン

㈱）入社 

Thomas & Betts社日本法人

入社 取締役営業本部長 

当社設立 代表取締役（現

任） 

㈲シークス設立 代表取締役

（現任） 

㈱ネットソース（旧㈱エヌ

ブイシーカスタマーサービ

ス、当社へ吸収合併）設

立 代表取締役 

㈱ネットソース取締役 

㈱ネットソース吸収合併に

伴い同社取締役退任 

㈱ジャパン・モバイル・プ

ラットホーム代表取締役

（現任） 

平成19

年３月

29日の

定時株

主総会

から２

年間 

5,242.44 

取締役 内部監査室長 渡部 美津子 昭和29年１月９日 

昭和49年４月 

平成２年４月 

平成７年３月 

平成12年３月 

平成15年１月 

平成17年３月 

平成17年７月 

立石電機㈱（現オムロン

㈱）入社 

当社常勤監査役 

㈲シークス取締役（現任） 

㈱ネットソース（旧㈱エヌブ

イシーカスタマーサービス、

当社へ吸収合併）取締役 

㈱ネットソース代表取締役 

当社取締役 

㈱ネットソース吸収合併に

伴い同社代表取締役退任 

当社取締役退任 

当社取締役内部監査室長

（現任） 

平成19

年３月

29日の

定時株

主総会

から２

年間 

144 

取締役 
セールス1部マ

ネージャー 
太田 祐樹 昭和46年12月18日 

平成７年４月 

平成10年１月 

平成15年４月 

平成15年10月 

 平成18年７月 

当社入社 

当社セールス部マネージャー 

当社取締役（現任） 

当社ビジネスデベロップメ

ント部マネージャー 

 当社セールス1部マネージャ

ー（現任） 

平成19

年３月

29日の

定時株

主総会

から２

年間 

54 

取締役 

アドミニストレ

ーション部マネ

ージャー 

寺田 賢太郎 昭和45年12月11日 

平成８年４月 

平成11年１月 

平成15年４月 

当社入社 

当社アドミニストレーショ

ン部マネージャー（現任） 

当社取締役（現任） 

平成19

年３月

29日の

定時株

主総会

から２

年間 

48 

 



 （注）１．取締役 渡部 美津子は、代表取締役 渡部 進の配偶者であります。 

     ２．取締役 倉田 勲は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

取締役 

（非常勤） 
－ 倉田 勲 昭和16年３月８日 

昭和38年４月 

昭和56年４月 

昭和58年５月 

昭和60年５月 

昭和63年５月 

平成２年４月 

平成８年10月 

平成９年５月 

平成12年４月 

平成13年３月 

平成15年４月 

㈳金融財政事情研究会入社 

㈱きんざい取締役 

㈱きんざい常務取締役 

㈳金融財政事情研究会理事 

㈳金融財政事情研究会専務

理事・事務局長 

当社取締役（現任）、㈱き

んざい専務取締役 

㈳金融財政事情研究会理事

長代行・専務理事 

㈳金融財政事情研究会専務理

事・事務局長・編集長（現

任）、㈱きんざい取締役 

㈱きんざい取締役会長 

㈱きんざい取締役（現任） 

（委嘱）㈳金融財政事情研

究会編集局長兼「週刊金融

財政事情」編集長（現任） 

平成19

年３月

29日の

定時株

主総会

から２

年間 

8 

常勤監査役 － 中村 稔 昭和20年10月18日 

昭和43年４月 

昭和56年３月 

昭和59年２月 

昭和62年７月 

平成４年４月 

平成５年12月 

平成８年７月 

平成13年１月 

平成14年１月 

 平成14年７月 

 平成15年７月 

 平成17年９月 

 平成19年３月 

日本電信電話公社入社 

同公社電気通信研究所研究

専門調査役 

同公社技術局パケット交換

部門役 

㈱エヌ・ティ・ティピー・

シーコミュニケーションズ

常務取締役 

日本電信電話㈱情報通信研

究所メッセージシステム研

究部長 

日本電信電話㈱マルチメデ

ィア推進本部マルチメディ

アビジネス開発部担当部長 

㈱エヌ・ティ・ティピー・シ

ーコミュニケーションズ常務

取締役 

㈱ドコモＡＯＬ（旧ＡＯＬ

ジャパン㈱）代表取締役社

長兼ＣＥＯ 

ドコモ・テクノロジ㈱顧問 

リバーストーン・ネットワ

ークス㈱代表取締役社長 

コンサルタントとして活動 

アイピーモバイル㈱取締役

（現任） 

当社常勤監査役（現任） 

平成19

年３月

29日の

定時株

主総会

から４

年間 

－ 

監査役 － 吉田 千之輔 昭和15年７月14日 

昭和38年４月 

平成３年６月 

平成７年６月 

平成10年６月 

平成11年６月 

 平成12年４月 

 平成15年４月 

 平成17年３月 

 平成17年７月 

㈱三井銀行入行 

㈱太陽神戸三井銀行取締役営

業本部営業企画部長 

㈱さくら銀行常務取締役総

務統括部長 

山種証券㈱入社 代表取締役

副社長 

山種証券㈱代表取締役社長 

さくらフレンド証券㈱代表

取締役社長 

SMBCフレンド証券㈱特別顧問 

当社監査役（現任） 

㈱フジタ非常勤取締役（現

任） 

平成17

年３月

31日の

定時株

主総会

から４

年間 

－ 

計 5,496.44 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、コーポレート・ガバナンスを企業の重要課題であると認識しており、経営の透明性・公正性・迅速な意

思決定の維持向上に努めるべく諸施策に取組んでまいります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する諸施策の実施状況 

①取締役・取締役会 

 取締役は提出日現在５名であり、監査役２名を含めた７名で取締役会を運営しております。取締役会は毎月１回

の定例取締役会の開催の他、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会においては、法令や定款で

定められた事項や経営に関する重要事項の決定を行っております。 

②監査役 

 当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名と非常勤監査役１名の社外監査役２名により構成されており

ます。各監査役は会計監査を行うとともに、原則として取締役会に出席し、取締役の職務執行状況について監視を

しております。さらに常勤監査役については取締役会以外の社内の重要会議にも参加しており、業務執行の状況の

監視に努めております。 

③弁護士・監査法人等、その他の第３者の状況 

 重要な法務的課題及びコンプライアンスにかかる事項については、必要に応じて外部の顧問弁護士からアドバイ

スを受けております。また、監査法人トーマツより、証券取引法に基づく監査の他、適時指導を受けております。

④内部監査 

 社長直属の内部監査室に専任担当者１名を置き、内部監査を実施しております。法令、社内諸規程の遵守状況

の確認及び経営効率の向上を主な目的としており、全部署を対象に内部監査を計画的に実施しております。 

 また、監査役と内部監査担当者は密接な情報交換を行っており、監査体制の充実を図っております。 

⑤役員報酬の内容 

 当社は、取締役に対する報酬等として年額32,833千円を支払っております。そのうち年額666千円は社外取締役

に対する報酬であります。また監査役に対する報酬として年額3,066千円を支払っております。なお、上記金額に

は、使用人兼務役員に支給した使用人分給与及び使用人分賞与は含んでおりません。 

⑥監査報酬の内容 

 第17期事業年度において当社が監査法人トーマツと締結した公認会計士法２条１項に規定する業務に基づく報酬

の内容は10,500千円ございます。 

⑦社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

 当社は、社外取締役１名、社外監査役は２名を選任しておりますが、社外取締役は当社株式を８株、ストックオ

プションとして当社潜在株式を５株保有しており、社外監査役１名はストックオプションとして当社潜在株式を７

株保有しております。この他に個人としてまたそれらが取締役又は監査役に就任する会社と当社との資本関係また

は取引関係その他利害関係はございません。 

⑧会計監査の状況 

 当社は、証券取引法に基づく監査契約を監査法人トーマツと締結しておりますが、同監査法人及び当社監査役

に従事する監査法人の業務執行社員及びその監査従事者と当社の間には特別の利害関係はございません。 

・業務を遂行した公認会計士の氏名及び所属監査法人名 

三宅 秀夫（監査法人トーマツ） 

望月 明美（監査法人トーマツ） 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 １名、会計士補 ４名 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 ただし、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につ

いては、前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）及び当事業年度（平成18年１

月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  134,323

２．受取手形及び売掛金 ※２ 624,526

３．たな卸資産  298,456

４．未収法人税等  23,216

５．繰延税金資産  1,924

６．その他  63,320

貸倒引当金  △249

流動資産合計  1,145,520 71.0

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物  40,351

減価償却累計額  △18,568 21,782

(2）車両運搬具  4,162

減価償却累計額  △2,991 1,170

(3）工具器具備品  472,031

減価償却累計額  △296,508 175,523

(4）土地  17,113

有形固定資産合計  215,589 13.4

２．無形固定資産  

(1）その他  18,750

無形固定資産合計  18,750 1.1

 



   
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  170,981

(2）繰延税金資産  1,061

(3）その他  56,784

投資その他の資産合計  228,826 14.2

固定資産合計  463,166 28.7

Ⅲ 繰延資産  

１．新株発行費  4,179

繰延資産合計  4,179 0.3

資産合計  1,612,866 100.0 

   

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  336,554

２．前受金  164,227

３．その他  93,364

流動負債合計  594,146 36.8

負債合計  594,146 36.8

   

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     366,609 22.7 

２．資本剰余金     382,859 23.8 

３．利益剰余金     268,701 16.7 

  株主資本合計     1,018,170 63.2 

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金 

    2,006 0.1 

  評価・換算差額等合計     2,006 0.1 

Ⅲ 少数株主持分     △1,457 △0.1 

純資産合計     1,018,719 63.2 

負債純資産合計     1,612,866 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  2,703,252 100.0 

Ⅱ 売上原価  1,956,626 72.4

売上総利益  746,626 27.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 724,390 26.8

営業利益  22,236 0.8

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  18

２．受取配当金  7

３．受取家賃収入  1,468

４．補助金収入  752

５．雑収入  1,351 3,597 0.2

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  259

２．為替差損  965

３．新株発行費償却  4,179

４．株式交付費  964

５．解約精算金  977

６．雑損失  69 7,416 0.3

経常利益  18,417 0.7

Ⅵ 特別利益  

１．固定資産売却益 ※２ 1,665

２．貸倒引当金戻入  514 2,179 0.1

Ⅶ 特別損失  

１．固定資産除却損 ※３ 1,394 1,394 0.1

税金等調整前当期純利
益 

 19,202 0.7

法人税、住民税及び事
業税 

 5,518

法人税等調整額  2,692

未払法人税等戻入額  518 7,692 0.3

当期純利益  11,510 0.4

   



③【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、平成17年12月31日残高は前事業年度の金額によって

おります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 343,459 359,709 270,882 974,051 69 69 － 974,120 

当連結会計年度中の変動額         

新株の発行 23,150 23,150   46,300       46,300 

剰余金の配当     △13,691 △13,691       △13,691 

当期純利益     11,510 11,510       11,510 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

        1,936 1,936 △1,457 479 

当連結会計年度中の変動額合計
（千円） 

23,150 23,150 △2,180 44,119 1,936 1,936 △1,457 44,598 

平成18年12月31日 残高（千円） 366,609 382,859 268,701 1,018,170 2,006 2,006 △1,457 1,018,719 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利益  19,202

減価償却費  91,163

貸倒引当金の減少額  △264

受取利息及び受取配当金  △26

支払利息  259

為替差益  △491

新株発行費償却  4,179

株式交付費  964

有形固定資産売却益  △1,665

有形固定資産除却損  1,394

売上債権の増加額  △107,957

たな卸資産の減少額  105,591

前渡金の増加額  △27,553

長期前払費用の増加額  △3,756

その他流動資産の減少額  13,654

仕入債務の減少額  △19,794

未払金の増加額  10,812

未払消費税等の増加額  13,521

前受金の増加額  46,583

未払費用の減少額  △44,586

預り金の減少額  △9,551

小計  91,680

利息及び配当金の受取額  26

利息の支払額  △259

法人税等の支払額  △90,767

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 678

 



   
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △1,000

投資有価証券の売却に
よる収入 

 1,030

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △93,802

有形固定資産の売却に
よる収入 

 3,666

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △619

連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

※２ △5,002

貸付金の回収による収
入 

 155

敷金保証金の払戻によ
る収入 

 8,794

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △86,779

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

株式の発行による収入  45,335

配当金の支払額  △13,049

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 32,286

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 491

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △53,322

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 187,646

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

※１ 134,323

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 1社 

連結子会社の名称 

株式会社ジャパン・モバイル・プラ

ットホーム 

株式会社ジャパン・モバイル・プラット

ホームは平成18年11月９日の株式取得に

伴い、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。なお、みなし取得日を

当連結会計年度末としたため、当連結会

計年度は貸借対照表のみを連結しており

ます。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

(2）たな卸資産 

商品 

 総平均法による原価法を採用して

おります。 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額法）を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建    物 ５年～39年 

工具器具備品 ２年～15年 

車両運搬具  ４年 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（３年ないし５年）に基づく償却

をしております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

６．のれんの償却に関する事

項 

 のれんの償却については、５年間で均

等償却しております。 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

１．当座貸越契約について 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  （千円）

当座貸越限度額の総額        800,000 

借入実行残高  － 

差引額        800,000 

※２．当連結会計年度末日満期手形 

 当連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は次の

とおりであります。 

受取手形 21,310千円

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  （千円）

給料手当 312,702 

地代家賃 87,840 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  （千円）

工具器具備品 1,665 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  （千円）

建物 518 

工具器具備品 876 

計 1,394 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加356株は、新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 9,127.44 356 － 9,483.44 

合計 9,127.44 356 － 9,483.44 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 13,691 1,500 平成17年12月31日 平成18年３月30日 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 2,845 利益剰余金 300 平成18年12月31日 平成19年３月30日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年12月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 134,323 

現金及び現金同等物 134,323 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに株式会社ジャパン・モバイ

ル・プラットホームを連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びに新規連結子会社株式の取

得価額と新規連結子会社取得に伴う純支出との関係は

次のとおりであります。 

  （千円）

流動資産 2,119 

のれん 6,616 

流動負債 △5,094 

少数株主持分 1,457 

連結子会社株式の取得価額 5,100 

連結子会社の現金及び現金同等物 
△97 

差引：連結子会社株式取得のための支

出 
5,002 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

有形固定資産 

(建物) 

（千円） 

有形固定資産 

(工具器具備品) 

（千円） 

合計 

  

（千円） 

取得価額相当額 3,082 3,666 6,748 

減価償却累計額

相当額 
2,905 366 3,271 

期末残高相当額 176 3,299 3,476 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    1,280千円

１年超    2,566千円

合計      3,846千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料    1,200千円

減価償却費相当額    771千円

支払利息相当額   40千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・ リース期間を耐用年数とし、残価保証金額を残存

価額として計算した法定定率法の償却費に、10／

９を乗じる方法（10／９定率法) によっておりま

す。 

利息相当額の算定方法 

・ 支払利息相当額は利息法に基づくものでありま

す。 

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失がないため、項目等の

記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 種類 

当連結会計年度（平成18年12月31日） 

取得原価 

（千円） 

連結貸借対照

表計上額 

 (千円) 

差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 1,465 606 △858

小計 1,465 606 △858

合計 1,465 606 △858

  

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 170,375 



（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度（自 平成18 年１月１日 至 平成18 年12月31 日） 

当社グループは、デリバティブ取引が消滅したため、該当事項はありません。 

  

（退職給付関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定拠出型退職給付制度として前払退職金制度及び確定拠出型年金制度を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 

 確定拠出型退職給付制度に係る費用   4,073千円 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．平成14年10月８日付をもって普通株式１株を２株に分割しております。 

３．平成17年８月30日付をもって普通株式１株を２株に分割しております。 

 
平成13年１月 

ストック・オプション 
平成14年４月 

ストック・オプション
平成15年12月 

ストック・オプション 
平成16年12月 

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 ２名 

当社従業員 12名 

当社取締役 ２名 

当社従業員 12名 

当社取締役 ３名 

当社監査役 １名 

当社従業員 37名 

当社取締役 ３名 

当社監査役 １名 

当社従業員 24名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式  108株 

（注）２、３ 

普通株式  104株 

（注）２，３ 

普通株式  200株 

（注）３ 

普通株式  180株 

（注）３ 

付与日 平成13年１月31日 平成14年４月30日 平成15年12月15日 平成16年12月30日 

権利確定条件 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、従

業員の地位を失った場

合は原則として権利行

使をすることはできま

せん。その他、細目に

ついては発行要項に定

めております。 

  

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、従

業員の地位を失った場

合は原則として権利行

使をすることはできま

せん。その他、細目に

ついては発行要項に定

めております。 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、監

査役、従業員の地位を

失った場合は原則とし

て権利行使をすること

はできません。その

他、細目については発

行要項に定めておりま

す。  

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、監

査役、従業員の地位を

失った場合は原則とし

て権利行使をすること

はできません。その

他、細目については発

行要項に定めておりま

す。  

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成15年２月１日 

至 平成20年１月31日 

自 平成16年５月１日

至 平成21年４月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成26年３月31日 

自 平成18年４月１日

至 平成27年３月31日

 
平成17年２月 

ストック・オプション 
平成17年６月 

ストック・オプション
平成18年４月 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役 １名 

社外協力者 ２名 

当社取締役 ４名 

当社監査役 ２名 

当社従業員 40名 

社外協力者 ４名 

当社取締役 ５名 

当社監査役 ２名 

当社従業員 61名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式  20株 

（注）３ 

普通株式  300株 

（注）３ 

普通株式  200株 

  

付与日 平成17年２月10日 平成17年６月30日 平成18年４月28日 

権利確定条件 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、社

外協力者の地位を失っ

た場合は原則として権

利行使をすることはで

きません。その他、細

目については発行要項

に定めております。 

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、監

査役、従業員または社

外協力者の地位を失っ

た場合は原則として権

利行使をすることはで

きません。その他、細

目については発行要項

に定めております。  

権利確定条件は付され

ておりません。なお、

被付与者が取締役、監

査役、従業員の地位を

失った場合は原則とし

て権利行使をすること

はできません。その

他、細目については発

行要項に定めておりま

す。  

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成27年３月31日 

自 平成17年７月１日

至 平成27年３月31日

自 平成18年６月１日 

至 平成28年３月31日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成13年１月 

ストック・オプション 
平成14年４月 

ストック・オプション
平成15年12月 

ストック・オプション 
平成16年12月 

ストック・オプション

権利確定前      

（株） 
        

前連結会計年度末 － － － － 

付与 － － － － 

失効 － － － － 

権利確定 － － － － 

未確定残 － － － － 

権利確定後      

（株） 
        

前連結会計年度末 92 96 152 162 

権利確定 － － － － 

権利行使 86 96 108 58 

失効 － － 2 20 

未行使残 6 － 42 84 

 
平成17年２月 

ストック・オプション 
平成17年６月 

ストック・オプション
平成18年４月 

ストック・オプション 

権利確定前      

（株） 
      

前連結会計年度末 － － － 

付与 － － 200 

失効 － － 15 

権利確定 － － 185 

未確定残 － － － 

権利確定後      

（株） 
      

前連結会計年度末 20 282 － 

権利確定 － － 185 

権利行使 8 － － 

失効 － 24 23 

未行使残 12 258 162 



② 単価情報 

 
平成13年１月 

ストック・オプション 
平成14年４月 

ストック・オプション
平成15年12月 

ストック・オプション 
平成16年12月 

ストック・オプション

権利行使価格      

（円） 
50,000 75,000 200,000 200,000 

行使時平均株価     

（円） 
823,666 1,085,000 1,085,000 585,500 

 
平成17年２月 

ストック・オプション 
平成17年６月 

ストック・オプション
平成18年４月 

ストック・オプション 

権利行使価格      

（円） 
200,000 202,000 985,521 

行使時平均株価     

（円） 
870,000 － － 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  （千円）

（繰延税金資産）  

未払事業税 1,924

有価証券評価損 397

投資有価証券評価損 2,330

繰延税金資産計 4,652

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 1,666

繰延税金負債計 1,666

繰延税金資産の純額 2,985

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社グループは、ネットワーク関連商品の輸入、開発、販売とサポート及びネットワークインテグレーショ

ンを主要な事業内容としており、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額        107,420円88銭

１株当たり当期純利益金額       1,224円71銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

      1,180円27銭

  
当連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 11,510 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 11,510 

普通株式の期中平均株式数（株） 9,398 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円）  － 

普通株式増加数（株）  354 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

―――――― 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

―――――― 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 187,646 134,226 

２．受取手形 ※４ 4,471 5,816 

３．売掛金 511,047 617,660 

４．商品 402,801 297,210 

５．貯蔵品 1,246 1,246 

６．前渡金 12,532 40,086 

７．前払費用 27,690 15,533 

８．繰延税金資産 4,142 1,924 

９．未収法人税等 － 23,216 

10．その他 8,115 7,463 

貸倒引当金 △514 △249 

流動資産合計 1,159,180 71.2 1,144,136 71.1

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物 39,838 40,351   

減価償却累計額 △17,564 22,273 △18,568 21,782 

２．車両運搬具 4,162 4,162   

減価償却累計額 △2,079 2,082 △2,991 1,170 

３．工具器具備品 397,430 472,031   

減価償却累計額 △225,293 172,137 △296,508 175,523 

４．土地 17,113 17,113 

有形固定資産合計 213,606 13.1 215,589 13.4

(2）無形固定資産   

１．ソフトウェア 14,645 11,333 

２．その他 800 800 

無形固定資産合計 15,445 0.9 12,133 0.7

 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  167,795 170,981 

２．関係会社株式  － 5,100 

３．出資金  30 30 

４．長期前払費用  － 3,756 

５．敷金保証金  61,791 52,997 

６．繰延税金資産  2,814 1,061 

投資その他の資産合計  232,431 14.3 233,926 14.5

固定資産合計  461,484 28.3 461,649 28.6

Ⅲ 繰延資産    

１．新株発行費   8,358 4,179 

繰延資産合計  8,358 0.5 4,179 0.3

資産合計  1,629,023 100.0 1,609,965 100.0 

         

 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  356,033 336,239 

２．未払金  53,675 64,488 

３．未払費用  44,586 － 

４．未払法人税等  62,550 － 

５．未払消費税等  3,071 16,593 

６．前受金  117,644 164,227 

７．預り金  17,149 7,597 

８．その他  189 641 

流動負債合計  654,902 40.2 589,788 36.6

負債合計  654,902 40.2 589,788 36.6

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 343,459 21.1 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  359,709 －   

資本剰余金合計  359,709 22.1 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  2,855 －   

２．当期未処分利益  268,026 －   

利益剰余金合計  270,882 16.6 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金  

 69 0.0 － －

資本合計  974,120 59.8 － －

負債資本合計  1,629,023 100.0 － － 

         

 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   366,609 22.8 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     382,859     

資本剰余金合計     － －   382,859 23.8 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     2,855     

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     265,845     

利益剰余金合計     － －   268,701 16.7 

株主資本合計     － －   1,018,170 63.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   2,006 0.1 

評価・換算差額等合計     － －   2,006 0.1 

純資産合計     － －   1,020,176 63.4 

負債純資産合計     － －   1,609,965 100.0 

        



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１．ネットワークソリュー
ション売上高 

  3,107,160     1,963,468     

２．ネットワークサービス
売上高 

  578,150 3,685,310 100.0 739,784 2,703,252 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．期首商品たな卸高   229,687     402,801     

２．ネットワークサービス
原価 

  232,226     399,756     

３．当期商品仕入高   2,843,246     1,535,913     

合計   3,305,160     2,338,471     

４．期末商品たな卸高   402,801     297,210     

５．他勘定振替高 ※１ 79,389 2,822,969 76.6 84,635 1,956,626 72.4 

売上総利益     862,341 23.4   746,626 27.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   719,204 19.5   724,390 26.8 

営業利益     143,136 3.9   22,236 0.8 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息配当金   8     26     

２．受取家賃収入   －     1,468     

３．通貨オプション評価益   26,869     －     

４．補助金収入   －     752     

５．雑収入   7,317 34,195 0.9 1,351 3,597 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   4,627     259     

２．為替差損   379     965     

３．株式公開関連費用   20,368     －     

４．新株発行費償却   4,179     4,179     

５．株式交付費   －     964     

６．解約精算金   －     977     

７．雑損失   22 29,576 0.8 69 7,416 0.2 

経常利益     147,755 4.0   18,417 0.7 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※３ －     1,665     

２．貸倒引当金戻入   1,759 1,759 0.0 514 2,179 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１．商品除却損   2,996     －     

２．固定資産除却損 ※４ － 2,996 0.1 1,394 1,394 0.1 

税引前当期純利益     146,518 4.0   19,202 0.7 

 



    
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

法人税、住民税及び事
業税 

  61,585     5,518     

法人税等調整額   △1,109     2,692     

未払法人税等戻入額   － 60,476 1.6 △518 7,692 0.3 

当期純利益     86,042 2.3   11,510 0.4 

前期繰越利益     181,984     －   

当期未処分利益     268,026     －   

     



ネットワークサービス原価明細書 

 （注）※１．主な内訳は次のとおりであります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  － － － －

Ⅱ 労務費  83,807 36.1 92,467 23.1

Ⅲ 経費 ※１ 148,418 63.9 307,288 76.9

ネットワークサービス費
用 

 232,226 100.0 399,756 100.0 

合計  232,226 399,756 

ネットワークサービス原
価 

 232,226 399,756 

項目 前事業年度 当事業年度 

外注費（千円） 87,659 230,111

減価償却費（千円） 27,876 33,240



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年３月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  268,026

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  13,691 13,691

Ⅲ 次期繰越利益  254,335

   

  株主資本 評価・換算差額等   

  資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 

純資産合

計 
資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金 

平成17年12月31日残高

（千円） 
343,459 359,709 359,709 2,855 268,026 270,882 974,051 69 69 974,120 

当事業年度中の変動額                     

新株の発行 23,150 23,150 23,150       46,300     46,300 

剰余金の配当（注）         △13,691 △13,691 △13,691     △13,691 

当期純利益         11,510 11,510 11,510     11,510 

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額） 

              1,936 1,936 1,936 

当事業年度中の変動額

合計（千円） 
23,150 23,150 23,150 － △2,180 △2,180 44,119 1,936 1,936 46,055 

平成18年12月31日残高

（千円） 
366,609 382,859 382,859 2,855 265,845 268,701 1,018,170 2,006 2,006 1,020,176 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）については、連結財務諸表を作成しているた

め、キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。 

   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  146,518

減価償却費  84,935

貸倒引当金の減少額  △1,759

受取利息及び受取配当金  △8

支払利息  4,627

新株発行費償却  4,179

為替差損  207

通貨オプション評価益  △26,869

売上債権の増加額  △220,711

たな卸資産の増加額  △174,359

前渡金の増加額  △11,353

その他資産の増加額  △11,481

仕入債務の減少額  △141,376

未払金の増加額  3,067

未払費用の減少額  △19,286

未払消費税等の減少額  △1,213

前受金の増加額  32,647

その他負債の増加額  2,117

役員賞与の支払額   △5,250

小計  △335,368

利息及び配当金の受取額  8

利息の支払額  △4,627

法人税等の支払額  △7,919

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △347,906

 



   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △105,679

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △7,136

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △57,258

貸付けによる支出  △550

貸付金の回収による収
入 

 395

敷金保証金の預入によ
る支出 

 △19,910

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △190,140

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △213,928

新株の発行による収入  545,210

配当金の支払額   △4,602

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 326,680

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △207

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △211,574

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 399,221

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 187,646

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

①    ―――――― 

  

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

(1) 有価証券 

①関係会社株式 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 
 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(1）     ―――――― 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）たな卸資産 

商品 

 総平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）たな卸資産 

商品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額法）を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建    物 ５年～39年 

工具器具備品 ２年～15年 

車両運搬具  ４年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（３年ないし５年）に基づく償却

をしております。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間

（３年）で毎期均等額を償却してお

ります。 

(2）     ―――――― 

(1）新株発行費 

同左 

  

  

(2）株式交付費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

７．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

―――――― 

  

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

通貨スワップ 

通貨オプション 

  

  

  

  
 ヘッジ対象…外貨建購入予定取引   
 (3) ヘッジ方針 

 取引限度額及び取引権限を定めた

社内管理規定に従って、将来購入す

る業務用資産に係る、外貨建債務の

為替変動リスクをヘッジしておりま

す。 

  

  

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッジに高

い有効性があるとみなされるため、

有効性の評価については省略してお

ります。 

  

  

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

―――――― 

11.その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

 前事業年度 

（自 平成17年１月１日 

  至 平成17年12月31日） 

 当事業年度 

（自 平成18年１月１日 

  至 平成18年12月31日） 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,020,176千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 

実務対応報告19号）を適用しております。これに伴い, 

当事業年度において新たに発生した株式交付費について

は、原則として支出時に全額費用処理する方法に変更し

ております。 

 この結果、従来の基準に基づく償却方法によった場合

に比べ、経常利益、税引前当期純利益は各々642千円減

少しております。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（外形標準課税の計上方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が4,600千円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が4,600

千円減少しております。 

―――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．       ―――――― 

授権株式数 普通株式 32,000株

発行済株式総数 普通株式 9,127.44株

 

   ２．配当制限 ２．       ―――――― 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は69千円であ

ります。 

 

 ３．当座貸越契約について 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３．当座貸越契約について 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

  （千円）

当座貸越限度額の総額 330,000 

借入実行残高 － 

差引額 330,000 

  （千円）

当座貸越限度額の総額        800,000 

借入実行残高  － 

差引額        800,000 

※４．       ―――――― ※４．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、当事業年度

の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。期末日満期

手形の金額は次のとおりであります。 

 受取手形 21,310千円

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  （千円）

販売費への振替高 2,546 

その他 76,843 

計 79,389 

  （千円）

販売費への振替高 3,313 

その他 81,321 

計 84,635 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は６％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は94％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は４％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は96％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  （千円）

役員報酬 38,239 

給料手当 294,477 

法定福利費 38,875 

減価償却費 57,059 

地代家賃 93,204 

  （千円）

役員報酬 32,833 

給料手当 312,702 

法定福利費 44,345 

減価償却費 57,923 

地代家賃 87,840 

※３．        ―――――― ※３．固定資産売却益は、工具器具備品1,665千円であり

ます。 

※４．        ―――――― ※４．固定資産除却損は、建物518千円、工具器具備品

876千円であります。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（注） 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「キャッシュ・フロー計算書」の注記に関しま

しては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 187,646 

現金及び現金同等物 187,646 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

有形固定資産 

（建物） 

（千円） 

合計 

  

（千円） 

取得価額相当額 3,082 3,082 

減価償却累計額 

相当額 
2,500 2,500 

期末残高相当額 581 581 

  

有形固定資産 

（建物） 

（千円） 

有形固定資産 

(工具器具備品) 

（千円） 

合計 

  

（千円） 

取得価額相当額 3,082 3,666 6,748 

減価償却累計額 

相当額 
2,905 366 3,271 

期末残高相当額 176 3,299 3,476 

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 793千円

１年超 547千円

合計 1,341千円

１年以内    1,280千円

１年超    2,566千円

合計      3,846千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 834千円

減価償却費相当額 719千円

支払利息相当額 72千円

支払リース料    1,200千円

減価償却費相当額    771千円

支払利息相当額   40千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・ リース期間を耐用年数とし、残価保証金額を残存

価額として計算した法定定率法の償却費に、10／

９を乗じる方法（10／９定率法) によっておりま

す。 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・ リース期間を耐用年数とし、残価保証金額を残存

価額として計算した法定定率法の償却費に、10／

９を乗じる方法（10／９定率法) によっておりま

す。 

利息相当額の算定方法 

・ 支払利息相当額は利息法に基づくものでありま

す。 

利息相当額の算定方法 

・ 支払利息相当額は利息法に基づくものでありま

す。 

 （減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失がないため、項目等の

記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年12月31日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当事業年度（平成18年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（注） 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「有価証券」の注記に関しましては、連結財務

諸表における注記事項として記載しております。 

 種類 

前事業年度（平成17年12月31日） 

取得原価 

（千円） 

貸借対照表計

上額 (千円) 
差額（千円）

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

株式 750 1,026 276

小計 750 1,026 276

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

株式 715 555 △160

小計 715 555 △160

合計 1,465 1,581 116

  

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 165,184 

投資事業有限責任組合への出資 1,030 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引等

であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変

動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で

利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段 … 為替予約取引、 

通貨スワップ、 

通貨オプション 

ヘッジ対象 … 外貨建購入予定取引 

ヘッジ方針 

 取引限度額及び取引権限を定めた社内管理規定に 

従って、将来購入する業務用資産に係る、外貨建債

務の為替変動リスクをヘッジしております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有し

ております。 

 なお、取引相手は高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引限

度額及び取引権限を定めた社内管理規程に従い、管理

部員が経理担当役員の承認を得て行っております。 



２．取引の時価等に関する事項 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

（注） 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「デリバティブ取引」の注記に関しましては、

連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は退職金給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

（注） 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「退職給付」の注記に関しましては、連結財務

諸表における注記事項として記載しております。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

（注） 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「持分法損益等」の注記に関しましては、連結

財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  （千円）

（繰延税金資産）  

未払事業税 4,019

ソフトウェア償却限度超過額 474

有価証券評価損 397

投資有価証券評価損 1,988

貸倒引当金否認額 122

繰延税金資産計 7,002

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 46

繰延税金負債計 46

繰延税金資産の純額 6,956

  （千円）

（繰延税金資産）  

未払事業税 1,924

有価証券評価損 397

投資有価証券評価損 2,330

繰延税金資産計 4,652

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 1,666

繰延税金負債計 1,666

繰延税金資産の純額 2,985

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 

同左 



（関連当事者との取引） 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記(1）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）未公開の株式であるため、売買単価は直近の取引価格を参考に平成17年10月31付開催の取締役会決議にて

決定しております。 

(2）建物の賃借料の支払については、市場での取引価格を勘案して決定しております。 

（注） 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「関連当事者との取引」の注記に関しまして

は、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び主

要株主 
渡部 進 － － 

当社代表

取締役 

(被所有) 

直接 57.3
－ － 

有価証券の購

入 

(注)２(1) 

31,537 
投資有価証

券 
31,537

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等及び主

要株主 

㈲シーク

ス 

神奈川県

横須賀市 
3,000 

機器・車

両及び建

物の賃貸 

(被所有) 

直接 6.1 

兼任 

２人 

建物の

賃借 

建物の賃借 

(注)２(2) 
450 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 106,724円45銭

１株当たり当期純利益金額 17,750円69銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

15,663円74銭

１株当たり純資産額        107,574円57銭

１株当たり当期純利益金額       1,224円71銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

      1,180円27銭

 当社は平成17年８月30日付で株式１株を２株とする株式

分割を行っております。 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報については、以下のとおり

となります。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、旧商法第341条ノ18に基づく新株引受権付社債、旧

商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価

が把握できませんので記載しておりません。 

１株当たり純資産額 110,857円81銭

１株当たり当期純利益金額 5,048円09銭

  

    

  

  
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 86,042 11,510 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 86,042 11,510 

普通株式の期中平均株式数（株） 4,847 9,398 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  － － 

普通株式増加数（株）  646 354 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

――――――  ――――――  



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

新株予約権方式によるストックオプション制度 

平成18年３月29日開催の第16期定時株主総会において、

商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、ス

トックオプションとして、株主以外の者に対し特に有利

な条件をもって新株予約権を発行することを決議いたし

ました。 

―――――― 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 （注）１．㈱ユーズコミュニケ－ションズは平成17年12月１日付けで㈱ＵＣＯＭに商号変更。 

投資有価証券 
その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱ＵＣＯＭ 1,250 100,000 

Aruba Wireless Networks, Inc.  41,661 32,453 

LogLogic, Inc. 128,557 11,911 

IronPort Systems Inc. 41,667 11,911 

Infoblox .inc 72,993 11,911 

Ruckus Wireless, Inc. 20,377 1,189 

ネクストコム㈱ 4 155 

㈱アッカ・ネットワークス 1 79 

ネットワンシステムズ㈱ 1 157 

㈱ネットマークス 1 215 

㈱インフォーエス  40 1,000 

 計 306,552 170,981 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、すべて一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高 
（千円） 

有形固定資産               

建物 39,838 2,533 2,020 40,351 18,568 2,506 21,782 

車両運搬具 4,162 － － 4,162 2,991 912 1,170 

工具器具備品 397,430 91,268 16,667 472,031 296,508 83,813 175,523 

土地 17,113 － － 17,113 － － 17,113 

有形固定資産計 458,544 93,802 18,688 533,658 318,068 87,232 215,589 

無形固定資産               

ソフトウェア 27,529 619 － 28,148 16,815 3,930 11,333 

電話加入権 800 － － 800 － － 800 

無形固定資産計 28,329 619 － 28,948 16,815 3,930 12,133 

長期前払費用 － 6,976 3,219 3,756 － － 3,756 

繰延資産               

 新株発行費 8,358 － － 8,358 4,179 4,179 4,179 

 繰延資産計 8,358 － － 8,358 4,179 4,179 4,179 

 工具器具備品 増加額（千円） 品川オフィス検証機器 53,195 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 514 249 － 514 249 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

       相手先別内訳 

       期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 19 

預金   

当座預金 35,136 

普通預金 88,300 

外貨普通預金 10,129 

別段預金 641 

小計 134,207 

合計 134,226 

相手先 金額（千円） 

住友電設㈱ 1,333 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 4,482 

合計 5,816 

期日別 金額（千円） 

平成19年１月 4,482 

２月 1,333 

合計 5,816 



 ハ．売掛金 

         相手先別内訳 

         売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 上記金額には消費税等が含まれております。 

 ニ．商品 

 ホ．貯蔵品 

② 流動負債 

     イ．買掛金 

相手先 金額（千円） 

シエラ㈱ 136,970 

東芝情報システムプロダクツ㈱ 44,822 

㈱ＵＣＯＭ 34,234 

三菱電機情報ネットワークス㈱ 30,397 

ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ 24,907 

その他 346,328 

合計 617,660 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

511,047 2,838,415 2,731,802 617,660 81.6 72.6 

品目 金額（千円） 

情報機器 297,210 

合計 297,210 

品目 金額（千円） 

通信機器 1,246 

合計 1,246 

相手先 金額（千円） 

㈱ピーエスシー 134,284 

ソフトバンクＢＢ㈱ 58,906 

Huawei-3Com Technology Co., Ltd 42,152 

Fortinet Inc. 23,095 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 13,417 

その他 64,383 

合計 336,239 



 ロ．前受金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

学校法人 河合塾 15,231 

㈱アイアイジェイテクノロジー 13,722 

ネットワンシステムズ㈱ 11,362 

ユニアデックス㈱ 11,000 

三菱電機情報ネットワーク㈱ 8,121 

その他 104,788 

合計 164,227 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年３月29日開催の第16期定時株主総会において定款の一部変更を決議し、公告の方法を電子公告に変更い

たしました。ただし、不測の事態により電子公告できない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 毎営業年度終了後３ヶ月以内 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、500株券、1000株券 

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法（注） http://www.nvc.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第16期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月30日関東財務局長に提出

(2）臨時報告書（新株予約権の発行） 

 平成18年４月27日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書の訂正報告書 

 平成18年５月1日関東財務局長に提出 

 平成18年４月27日提出の臨時報告書（新株予約権の発行）に係る訂正報告書であります。 

(4）半期報告書 

 （第17期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１９年３月２９日 

株式会社 ネットワークバリューコンポネンツ     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 三宅 秀夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 望月 明美  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットワークバリューコンポネンツの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ネットワークバリューコンポネンツ及び連結子会社の平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１８年３月２９日 

株式会社 ネットワークバリューコンポネンツ     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅枝 芳隆  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットワークバリューコンポネンツの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第１６期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネットワークバリューコンポネンツの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書   

      平成１９年３月２９日 

株式会社 ネットワークバリューコンポネンツ     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 三宅 秀夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 望月 明美  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ネットワークバリューコンポネンツの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第１７期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネットワークバリューコンポネンツの平成１８年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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